
府民環境部 脱炭素社会推進課
2022年７月８日（金）

10:00～12:00
（オンライン：Zoom）

地球温暖化対策に係る報告事項
（京都府環境審議会総合政策・地球環境合同部会）

資料５



１．「府庁の省エネ・創エネ実行プラン（第２期）」の取組状況

２．市町村の脱炭素化に向けた取組（トピックス）

３．電力需給ひっ迫・エネルギー価格高騰等への対応

内 容 2



１．「府庁の省エネ・創エネ実行プラン（第２期）」の取組状況

２．市町村の脱炭素化に向けた取組（トピックス）

３．エネルギー価格高騰等に対する対応（補正予算措置など）

内 容 3



「府庁の省エネ・創エネ実行プラン（第２期）」の概要

⚫ 建築物のZEB化、省エネ設備導入
⚫ 庁舎、信号機・道路照明のLED化
⚫ 上下水道施設で高効率設備導入
⚫ 公用車の電動化 など

方針2：最大限の再エネ導入

⚫ 再エネ発電設備等の導入
（PPAによる太陽光パネル設置等）

方針1：省エネの徹底 方針3：再エネ電気の調達

⚫ 再エネ電気の調達
（本庁舎で再エネ100%電気調達 など）

期間 2021年度から2030年度まで（10年間）

取組 1.省エネ、2.再エネ導入、3.再エネ調達 を基本方針として推進

目標 2030年度までに2013年度比 50％以上削減

進行
管理

毎年度「京都府地球温暖化対策推進本部」及び「地球温暖化対策プラン検討会議」で報告・評価するとともに府HPで公表
また、5年経過時点を目途に見直しを予定

対象 本庁舎、地域機関、警察署、学校、浄水場、下水処理場、公園・文化施設等の府有施設

趣旨
「2050年温室効果ガス排出量実質ゼロ」に向け、府民や府内事業者に率先して温室効果ガス排出量の削減に取り組む
※ 地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計画（事務事業編）に位置付け
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府庁の温室効果ガス排出量の推移 5

⚫ 2020年度の府庁の温室効果ガス排出量は96,628t-CO2となり、電力排出係数の増大やコロナ禍における換気をしながらの冷
暖房使用等の増加要因により、前年度比で1.4%増（基準年度（2013年度）比は30.9%減）
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「府庁の省エネ・創エネ実行プラン」に基づく主な取組状況 6

太陽光発電設備の導入

公用車の電動化

府有施設のZEB化

⚫ ６月補正予定において府有施設への太陽光発
電導入に向けた調査費用を計上（PPAモデル
による複数施設の一括入札を想定）
→ 環境省補助事業申請中

⚫ ６月補正予定において府有施設等のZEBの
促進に向けたZEBアドバイザー事業の経費を
計上

⚫ 庁内における建築物の新築・建替・設備改修
時の環境部局への事前協議をルール化（事前
協議要綱策定）

⚫ 京都府本庁舎をモデルに、所有する公用車の
台数の最適化や効率的利用に関する調査を
実施（きょうとチャレンジ・テーブル推進事業を活
用）

2022年度の取組 2023年度の予定

 20施設程度を対象にPPAモデルに
よる導入を実施（環境省「重点対
策加速化事業」を活用予定）

 引き続き、事前協議ルールを徹底
し、ZEBアドバイザーと活用した
ZEB化を推進

 複数施設（丹後郷土資料館、舞
鶴警察署等）においてZEB化の
FS調査（基礎設計）を実施予定

 2022年度の調査結果を踏まえ、
順次、公用車の集中管理による台
数削減やEVへの買替え（燃費の
悪い車両の廃棄）を実施
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府内市町村の「2050年ゼロ宣言」の広がり 8

⚫ 26市町村のうち、過半数の15市町が2050年ゼロカーボン宣言を実施済み（2021年度以降で7市町と宣言の動きは加速）



府内市町村の計画策定状況 9
⚫ 区域施策編の策定市町村数は全26市町村中18市町（2022年3月31日更新）※政令市、中核市は義務、その他は努力義務

事務事業編 区域施策編

京都市★ 京都市役所ＣＯ２削減率先実行計画 京都市地球温暖化対策計画〈2021-2030〉

福知山市★ 福知山市地球温暖化対策実行計画

舞鶴市 第4期舞鶴市地球温暖化対策実行計画 第２期舞鶴市環境基本計画【改定版】

綾部市★ 第3次綾部市地球温暖化対策実行計画 綾部市地球温暖化対策実行計画

宇治市★ 宇治市地球温暖化対策実行計画(第5期計画) 宇治市第2次地球温暖化対策地域推進計画

宮津市★ 第3期宮津市役所地球温暖化対策実行計画 第2期宮津市地球温暖化防止計画 みやづ環の地域づくり行動計画

亀岡市★ 亀岡市地球温暖化対策実行計画 亀岡市地球温暖化対策地域推進計画

城陽市★ 第4期城陽市エコプラン 城陽市地球温暖化対策実行計画

向日市 向日市地球温暖化対策実行計画 地球温暖化対策実行計画

長岡京市★ 長岡京市役所地球温暖化防止実行計画（第五次） 長岡京市地球温暖化対策実行計画 持続可能な未来（アース）プラン

八幡市★ 第３次八幡市エコ・オフィス計画 八幡市地球温暖化対策実行計画八幡市地球温暖化対策実行計画

京田辺市★ 京田辺市地球温暖化対策実行計画 京田辺市地球温暖化対策実行計画改訂版

京丹後市★ 京丹後市地球温暖化対策実行計画第3期計画 京丹後市地球温暖化対策実行計画

南丹市 第3次南丹市地球温暖化対策実行計画 南丹市地球温暖化対策実行計画

木津川市★ 木津川市地球温暖化対策実行計画

大山崎町★ 大山崎町地球温暖化対策実行計画

久御山町 久御山セービングプラン第４期計画

井手町 井手町地球温暖化対策実行計画

宇治田原町 宇治田原町地球温暖化防止実行計画（第３期） 宇治田原町地球温暖化防止実行計画

笠置町 笠置町地球温暖化対策実行計画

和束町 和束町地球温暖化防止推進計画 和束町地球温暖化対策実行計画

精華町 精華町地球温暖化防止実行計画（第3期）

南山城村 第２次南山城村地球温暖化対策実行計画

京丹波町★ 第3期京丹波町地球温暖化対策実行計画 京丹波町地球温暖化対策実行計画

伊根町 伊根町地球温暖化対策実行計画 伊根町地球温暖化対策実行計画

与謝野町★ 第２次与謝野町地球温暖化対策実行計画 第２次与謝野町地球温暖化対策実行計画

★：ゼロカーボン
宣言市町



府内市町村の脱炭素化の取組事例①（宇治市） 10

エコ・アクション・ポイントアプリのページ

⚫ 宇治市では、市民に向けた地球温暖化対策および脱炭素化社会実現のため、2022年度から普及啓発・行動変容の一環として
『エコ・アクション・ポイント』を利用したエコ・アクション推進事業を新しく開始

（出所）宇治市ホームページ https://www.city.uji.kyoto.jp/soshiki/21/52366.html



府内市町村の脱炭素化の取組事例②（長岡京市） 11

（出所）長岡京市ホームページ https://www.city.uji.kyoto.jp/soshiki/21/52366.html

⚫ 長岡京市において、家庭の太陽光パネル設置による排出削減を価値化し、市内のごみ収集事業者に購入してもらい、さらにその
対価を環境基金に積み立て、環境施策へ活用する事業を2022年度より開始（京-VERクレジットを制度）

2022年5月16日に市役所で開かれた協定締結式の様子



府内市町村の脱炭素化の取組事例③（福知山市） 12

⚫ 福知山市の地域新電力（たんたんエナジー株式会社）が100％出資する合同会社がPPA事業者（設備を設置・所有）となり、
2022年6月に同市内の体育館、武道館、学校給食センターの３ヶ所で市民出資による太陽光発電所（約350kW）が稼働

（出所）たんたんエナジー株式会社https://tantan-energy.jp/information/
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＜京都府省エネ対策連絡調整会議・
市町村省エネ対策担当課長会議の開催＞

日時：2022年7月13日（水）10:00～11:30
場所：京都経済センター６階会議室（ハイブリッド開催）
内容：①国の節電要請について（近畿経済産業局）

②関西電力管内の電力需給状況について（関西電力送配電(株)）
③事業者の省エネ対策について（温暖化防止活動推進センター）

※ いずれも予定です。

電力需給ひっ迫・エネルギー価格高騰等に対する対応

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

5,862円

6,923円

約２割増

関西電力管内の標準家庭における電気料金の推移
（再エネ賦課金除く、規制料金メニューにおける燃料費調整額の上限は考慮せず）

2021年 2022年

⚫ 長期化が懸念されるエネルギー価格の高騰及び需給ひっ迫への対応として、これまで以上に省エネの取組が求められるところ。
⚫ 京都府としては、補正予算で10億円を超える予算措置を講じ、中小企業による省エネ機器・システム導入等の経営効率化に資

する取組等を緊急的に支援するともに、業界団体・市町村等による連絡調整会議を開催し、節電の一層の取組を促進
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＜府補正予算による対策＞

○商店街施設省エネ化緊急支援事業費（５月補正）
＜予算額：20,000千円（中小企業総合支援課）＞
商店街組織が行う商店街施設の省エネ化を図るための取組を支援

○原材料価格高騰対策等緊急支援事業費（５月補正）
＜予算額：111,000千円（ものづくり振興課、脱炭素社会推進課）＞
生産現場における省エネ・高効率化対策及び代替部品の共同開発などのハード
支援と省エネ診断士等の派遣を通じた省エネによる経営効率化等のソフト支援を
一体的・緊急的に実施。

○原油価格・物価高騰等小規模事業緊急支援事業費（６月補正）
＜予算額：1,115,000千円（中小企業総合支援課）＞
事業者が行う省エネ機器やシステム導入等の経営効率化に資する取組を緊急
的に支援

○産業創造リーディングゾーン（仮称）構築事業費
（ZET-valley推進事業費）（６月補正）
＜予算額：10,500千円（ものづくり振興課）＞
脱炭素をテーマに世界に伍するスタートアップ集積拠点「ZET-valley」の形成を
推進



（参考）関西電力管内の電力需給状況
⚫ 記録的に早い梅雨明けとともに、電力需給ひっ迫は本格化し、6/28には、関西電力管内の電力使用率は95％に達した。
⚫ さらに翌29日には昨年より20日ほど早く今シーズン初となる熱中症警戒アラートが発表された。
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6/27
（月）

6/28
（火）

6/29
（水）

6/30
（木）

7/1
（金）

7/2
（土）

7/3
（日）

電力使用率
＠ピーク時

９４％
（16:00～17:00）

９５％
（18:00～19:00）

９２％
（18:00～19:00）

９３％
（18:00～19:00）

９１％
（16:00～17:00）

８６％
（0:00～1:00）

８５％
（0:00～1:00）

電力使用率
＠需要ピーク時

９２％
（13:00～14:00）

９１％
（14:00～15:00）

８８％
（14:00～15:00）

９１％
（14:00～15:00）

８５％
（14:00～15:00）

７９％
（13:00～14:00）

７８％
（18:00～19:00）

京都市
最高気温

３４．１℃ ３５．２℃ ３５．６℃ ３７．２℃ ３８．３℃ ３８．６℃ ２７．２℃

熱中症警戒アラート
発表の有無

ー ー 発 表 発 表 ー ー ー

梅雨明け

関西電力送配電㈱の
でんき予報のイメージ


